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令和２年４月１９日 

 

COVID-１９関係の疑義解釈を時系列にまとめました。 

 

０４１０通知にて廃止とされて０２２８通知と０３１９通知と０４１０通知

の本文については混乱しないように敢えて載せてありませんが、参照する部

分もありますので、併せて確認をお願い致します。 

 

【令和 2年 2月 28 日】 

問 1、事務連絡の「1」にあるように、慢性疾患等を有する定期受診患者等につ

いて、医師が電話や情報通信機器を用いて診療し医薬品の処方を行い、

ファクシミリ等で処方箋情報が送付される場合 

(答)算定できる。 

 

問 2、問 1について、電話や情報通信機器を用いて診療を行った場合は、電話

等再診料とオンライン診療料のいずれを算定するのか。 

(答)問 1 の場合については、電話等再診料を算定すること。 

 

問 3、ファクシミリ等により処方箋情報を受け付けた保険薬局において、当該

処方箋情報に基づく調剤を行った場合、調剤技術料及び薬剤料は算定で

きるのか。 

また、事務連絡の「3」にあるように、患者に薬剤を渡し、電話や情報通信機

器を用いて服薬指導を行った場合、薬剤服用歴管理指導料等の薬剤師か

らの説明が要件となっている点数は算定できるのか。 

 

(答)調剤技術料及び薬剤料は算定できる。 

薬剤服用歴管理指導料等は、電話や情報通信機器を用いて適切な指導を行って

おり、その他の要件を満たしていれば算定できる。 

 

【令和 2年 3月 5日】 

問 1、事務連絡の「1」にあるように、慢性疾患等を有する定期受診患者等につ

いて、歯科医師が電話や情報通信機器を用いて診療し医薬品の処方を行

い、ファクシミリ等で処方箋情報が送付される場合、保険医療機関は、

電話等再診料、処方箋料を算定できるか。 

 

(答)算定できる。 
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【令和 2年 3月 12 日】 

問 1、事務連絡の「1」にあるように、慢性疾患等を有する定期受診患者等につ

いて、医師が電話や情報通信機器を用いて診療し医薬品の処方を行った

場合、保険医療機関は、電話等再診料、調剤料、処方料、調剤技術基本

料を算定できるか。 

 

(答)算定できる。 

 

問 2、事務連絡の「1」の場合であって、過去 3月以内に在宅療養指導管理料を

算定した慢性疾患等を有する定期受診患者等について、医師が電話や情

報通信機器を用いて診療し、患者又は患者の看護に当たる者(以下、「患

者等」という。)に対して、療養上必要な事項について適正な注意及び

指導を行い、併せて必要かつ十分な量の衛生材料又は保険医療材料を支

給した場合に、在宅療養指導管理料及び在宅療養指導管理材料加算を算

定できるか。 

 

(答)衛生材料又は保険医療材料を支給した場合に限り、在宅療養指導管理料及

び在宅療養指導管理材料加算を算定できる。この場合、在宅療養の方

法、注意点、緊急時の措置に関する指導等の内容、患者等から聴取した

療養の状況及び支給した衛生材料等の量等を診療録に記載すること。ま

た、衛生材料又は保険医療材料の支給に当たっては、患者等に直接支給

すること。ただし、患者の看護に当たる者がいない等の理由により患者

等に直接支給できない場合には、当該理由を診療録に記載するととも

に、衛生材料又は保険医療材料を患者に送付することとして差し支えな

い。この場合において、当該患者が受領したことを確認し、その旨を診

療録に記載すること。 

 

【令和 2年 3月 27日】 

問 1、事務連絡により、慢性疾患を有する定期受診患者に対して、電話や情報

通信機器を用いた診療及び処方を行うことが可能とされた。この場合で

あって、当該患者に対し、電話や情報通信機器を用いた診療を行う以前

より、対面診療において診療計画等に基づき療養上の管理を行ってお

り、電話や情報通信機器を用いた診療においても当該計画等に基づく管

理を行った場合、どのような取扱いとなるか。 

 

(答)電話や情報通信機器を用いた診療を行う以前より、対面診療において診療

計画等に基づき療養上の管理を行い、「情報通信機器を用いた場合」が

注に規定されている管理料等を算定していた患者に対して、電話や情報

通信機器を用いた診療においても当該計画等に基づく管理を行う場合

は、当該管理料等の注に規定する「情報通信機器を用いた場合」の点数
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を算定できる。 

なお、当該管理を行う場合、対面診療の際の診療計画等については、必要な見

直しを行うこと。 

 

問 2、問 1における「管理料等」とは、何を指すのか。 

(答)特定疾患療養管理料、小児科療養指導料、てんかん指導料、難病外来指導

管理料、糖尿病透析予防指導管理料、地域包括診療料、認知症地域包括

診療料及び生活習慣病管理料を指す。 

 

問 3、保険医療機関の所在地と患家の所在地との距離が 16 キロメートルを超え

る往診又は訪問診療(以下、「往診等」という。)については、当該保険

医療機関からの往診等を必要とする絶対的な理由がある場合には認めら

れることとされており(「診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上

の留意事項について」(令和 2年 3月 5日保医発 0305第 1号))、具体的

には、1患家の所在地から半径 16 キロメートル以内に患家の求める診療

に専門的に対応できる保険医療機関が存在しない場合、2患者の求める

診療に専門的に対応できる保険医療機関が存在していても当該保険医療

機関が往診等を行っていない場合などが考えられる(「疑義解釈資料の

送付について(その 7)」(平成 19年 4月 20日付医療課事務連絡))とされ

ている。例えば、自宅で療養する新型コロナウイルス感染症患者に往診

等が必要な場合であって、対応可能な医療機関が近隣に存在しない場合

や対応可能な医療機関が近隣に存在していても往診等を行っていない場

合は、「16 キロメートルを超える往診等を必要とする絶対的な理由」に

含まれるか。 

 

(答)ご指摘の事例は、「絶対的な理由」に含まれる。 

 

【令和 2年 4月 3日】 

問、保険医療機関に勤務する職員が新型コロナウイルス感染症に感染し、又は

濃厚接触者となり出勤ができない場合における施設基準の取扱いについ

ては、どのように考えればよいか。 

 

(答)「新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取扱いについ

て」(令和 2年 2月 14日厚生労働省保険局医療課事務連絡)中 2 及び 3

は、新型コロナウイルス感染症への対応等により一時的に施設基準を満

たすことができなくなる場合を想定したものであり、ご質問の場合も同

様の取扱いとして差し支えない。 
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【令和 2年 4月 14日】 

問 1、新型コロナウイルスの感染が拡大している間、これまでオンライン診療

料の届出を行っていない医療機関において新規にオンライン診療料を算

定する場合、オンライン診療料の施設基準に係る届出は必要か。 

 

(答)必要。ただし、新型コロナウイルスの感染が拡大している間、基本診療料

の施設基準等第三の八の二(1)ロに規定する施設基準のうち、1月当たり

の再診料等の算定回数の合計に占めるオンライン診療料の算定回数の割

合が 1割以下であることとする要件については、適用しないこととする

こと。 

 

問 2、新型コロナウイルス感染が拡大している間、既にオンライン診療料の届

出を行っている医療機関において、基本診療料の施設基準等第三の八の

二(1)ロに規定する 1月当たりの再診料等の算定回数の合計に占めるオ

ンライン診療料の算定回数の割合が 1割以下であることとする要件を満

たさなくなった場合、オンライン診療料の変更の届出は必要か。 

 

(答)不要。ただし、当該要件以外の要件を満たさなくなった場合は、速やかに

届出を取り下げること 

 

問 3、令和 2年 4月 8日付け事務連絡「新型コロナウイルス感染症に係る診療

報酬上の臨時的な取扱いについて(その 9)」において、必要な感染予防

策を講じた上で、新型コロナウイルス感染症であることが疑われる患者

に対しては、院内トリアージ実施料を算定できることとされているが、

その際に講じることとされている「必要な感染予防策」とはどのような

ものか。 

 

(答)「新型コロナウイルス感染症(COVID-19)診療の手引き・第 1版」に従い、

院内感染防止等に留意した対応を行うこと。特に、「5院内感染防止」及

び参考資料「新型コロナウイルス感染症に対する感染管理(国立感染症

研究所)」の内容を参考とすること。 

なお、その診療に当たっては、患者又はその家族等に対して、院内感染防止等

に留意した対応を行っている旨を十分に説明すること。 
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問 4、令和 2年 4月 8日付け事務連絡「新型コロナウイルス感染症に係る診療

報酬上の臨時的な取扱いについて(その 9)」において、必要な感染予防

策を講じた上で、新型コロナウイルス感染症であることが疑われる患者

に対しては、院内トリアージ実施料を算定できることとされているが、

その際、院内トリアージ実施料の施設基準に係る届出は必要か。 

 

(答)新型コロナウイルス感染症であることを疑われる患者に対してのみ院内ト

リアージ実施料を算定する保険医療機関については、不要。 

 

問 5、治療のため現に通院している患者であって、新型コロナウイルス感染症

を疑う症状で受診したものについて、必要な感染予防策を講じた上で、

当該患者の診療を行ったときには、再診料等を算定した場合であって

も、院内トリアージ実施料を算定できるか。 

 

(答)算定できる。 

 

問 6、令和 2年 4月 8日付け事務連絡「新型コロナウイルス感染症に係る診療

報酬上の臨時的な取扱いについて(その 9)」において、新型コロナウイ

ルス感染症患者の入院診療に当たっては、二類感染症患者入院診療加算

を算定できることとされているが、その際に講じることとされている

「必要な感染予防策」とはどのようなものか。 

 

(答)「新型コロナウイルス感染症(COVID-19)診療の手引き・第 1版」に従い、

院内感染防止等に留意した対応を行うこと。特に、「5院内感染防止」及

び参考資料「新型コロナウイルス感染症に対する感染管理(国立感染症

研究所)」の内容を参考とすること。 


